
平成19年度新規採択に係る事前評価実施地区一覧表（自主的な評価）

１　国有林直轄治山事業

① ② ③ ④ ⑤ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲

1 富山 富山森林管理署 復旧治山 東又谷 ひがしまただに 1,080,041 515,777 2.09 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ - - ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ - -

2 富山 富山森林管理署 復旧治山 小又川上流 おまたがわじょうりゅう 1,357,447 410,443 3.31 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ - -

3 長野 伊那谷総合治山事業所 復旧治山 御堂沢 みどうさわ 62,497 28,312 2.21 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - ○ - - - - ○ - ○ ○ -

4 長野 伊那谷総合治山事業所 復旧治山 蛇洞沢 じゃぼらさわ 757,210 218,187 3.47 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ ○ ○ - - - ○ - ○ - -

5 長野 伊那谷総合治山事業所 復旧治山 池の沢 いけのさわ 39,495 21,635 1.83 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - ○ - - - - ○ - ○ ○ -

6 長野 北信森林管理署 復旧治山 湯ノ入川 ゆのいりがわ 1,510,417 478,827 3.15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ ○ ○ - - - ○ - ○ - -

7 長野 中信森林管理署 復旧治山 湯川 ゆかわ 276,111 89,682 3.08 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ ○ ○ - ○ - ○ - ○ ○ -

8 長野 中信森林管理署 復旧治山 川鹿沢 かじかさわ 569,208 119,463 4.76 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ ○ - - - - ○ - ○ ○ -

9 長野 中信森林管理署 復旧治山 大寄合沢 おおよりあいさわ 201,266 48,077 4.19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ - ○ - - ○ ○ - - ○ - ○ - ○ ○ -

10 長野 東信森林管理署 復旧治山 星尾 ほしお 207,568 62,996 3.29 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ ○ ○ ○ ○ - ○ - ○ - -

11 長野 東信森林管理署 復旧治山 深沢川 ふかざわがわ 89,637 63,990 1.40 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ ○ - - - - ○ - ○ - -

12 長野 南信森林管理署 復旧治山 大黒沢 おおぐろさわ 513,923 276,442 1.86 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ - ○ - - ○ ○ - - ○ - ○ ○ ○ ○ -

13 長野 南信森林管理署 復旧治山 瀬戸沢２ せとざわ 56,771 19,231 2.95 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - ○ - - ○ - ○ ○ ○ ○ -

14 長野 南信森林管理署 復旧治山 東俣川 ひがしまたがわ 423,406 183,002 2.31 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - ○ ○ - - - ○ ○ ○ ○ -

15 長野 木曽森林管理署 復旧治山 鈴ヶ沢 すずがさわ 209,140 34,615 6.04 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ ○ - - ○ - ○ - ○ ○ -

16 長野 木曽森林管理署 復旧治山 うぐい川 うぐいがわ 292,368 108,050 2.71 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ ○ - - ○ - ○ - ○ ○ -

17 長野 木曽森林管理署 復旧治山 奈良井８ ならい 479,494 115,845 4.14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ ○ ○ - ○ - ○ - ○ ○ -

18 長野 木曽森林管理署　南木曽支署 復旧治山 南蘭７ みなみあららぎ 209,657 96,123 2.18 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - ○ ○ - - - ○ - ○ ○ -

19 長野 木曽森林管理署　南木曽支署 復旧治山 阿寺３ あでら 59,291 28,846 2.06 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ ○ - - - ○ - ○ ○ -

20 長野 木曽森林管理署　南木曽支署 復旧治山 阿寺４ あでら 118,175 66,346 1.78 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ ○ - - - ○ - ○ ○ -

21 長野 木曽森林管理署　南木曽支署 復旧治山 北蘭２０ きたあららぎ 137,821 29,808 4.62 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - ○ ○ - - - ○ - ○ ○ -

22 岐阜 飛騨森林管理署 復旧治山 青屋（長倉本谷） あおや（ながくらほんたに） 196,186 108,665 1.81 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - ○ ○ - ○ - ○ - ○ - -

23 岐阜 飛騨森林管理署 復旧治山 池本山（下津野） いけもとやま（しもつの） 211,636 137,731 1.54 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - ○ ○ - ○ - ○ - ○ - -

24 岐阜 飛騨森林管理署 復旧治山 大谷（金山谷支渓）
おおや（かなやまだにしけ
い）

291,645 144,590 2.02 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - ○ ○ - ○ - ○ - ○ - -

25 岐阜 飛騨森林管理署 復旧治山 大白川右岸 おおしらかわうがん 472,619 294,624 1.60 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - ○ ○ ○ - - ○ - ○ - -

26 岐阜 岐阜森林管理署 復旧治山 椹谷（白谷） さわらだに（しらたに） 498,995 164,643 3.03 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ - -

27 岐阜 岐阜森林管理署 復旧治山 鹿山（下呂俣谷） かやま（げろまただに） 285,366 156,062 1.83 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ - -

28 岐阜 岐阜森林管理署 復旧治山 若栃（日面谷支流）
わかとち（ひおもだにしりゅ
う）

549,907 237,203 2.32 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ - ○ - ○ - -

29 岐阜 岐阜森林管理署 復旧治山 濁河谷（支渓） にごりごだに（しけい） 83,400 39,423 2.12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ ○ - ○ ○ ○ ○ -

30 岐阜 東濃森林管理署 復旧治山 中津川中流 なかつがわちゅうりゅう 597,262 200,332 2.98 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ ○ ○ - - - ○ - ○ - -

31 岐阜 東濃森林管理署 復旧治山 闇ガリ くらがり 507,877 324,436 1.57 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ ○ ○ - - - ○ - ○ - -

32 岐阜 東濃森林管理署 復旧治山 臼ヶ久保 うすがくぼ 1,766,602 364,990 4.84 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - ○ ○ ○ - - - ○ - ○ - -

33 愛知 愛知森林管理事務所 復旧治山 椹尾 さわらお 40,696 22,115 1.84 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ／ ／ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - - - ○ - - - - ○ - ○ - -

注：チェックリストの各項目については、評価項目を満たしている場合には「○」を、該当しない場合には「ー」を記載。事業により項目を設けていない場合は「／」を記載。

中部森林管理局

事業名事業実施主体
都道
府県

チェックリスト

1 2 3 4

整理
番号

分析結果
Ｂ／Ｃ

事業実施地区名
総便益　Ｂ
（千円）

総費用　Ｃ
（千円） 1 2

Ⅱ　優先配慮事項Ⅰ必須事項
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整理番号 １

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～28年度（10年間）

事業実施地区名 東又谷(ひがしまただに) 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （富山県） 富山森林管理署

立山連峰の北側に当たり、鋭い事業の概要・目的 当地区は、富山県魚津市の南東部に位置し、
稜線で囲まれた急峻で侵食の進んだ壮年期地形を呈している。地質は、火成岩
類、変成岩類等で構成され、崩壊地が点在するなど荒廃が進んでいる。また、豪
雪地帯であり、融雪期等には山腹崩壊が拡大する等土砂の生産が著しい地域であ
る。昭和30年代から40年代にかけて治山事業が実施されたが、経年変化による施
設の老朽化が進み、補修が必要なことに加え、近年多発する集中豪雨（平成16年
台風等）により崩壊地が拡大するとともに、渓床内には不安定土砂の堆積が進ん
でおり、このまま放置すると崩壊地の拡大や土石流の発生により下流域に被害を
与える危険が高まっている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本
事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 12基（新設3基 補修9基）
山腹工 0.53ha
資材運搬路 766ｍ（新設210ｍ・改良修繕556ｍ）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ５１５，７７７（千円）

総 便 益（Ｂ）

水源かん養便益 １０６，７２３（千円）

災害防止便益 ９７３，３１８（千円）

計 １，０８０，０４１（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０９

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 1

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益  洪水防止便益 a-1 671

a-2 33,712

流域貯水便益 b-1 576

b-2 28,961

水質浄化便益 c-1 835

c-2 41,968

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 2,347 2,347 ＋ 117,979 ＋ 88 ＝

d-2 117,979 120,414 <

土砂崩壊防止便益 e 88 →

環境保全便益       炭素固定便益 f -
酸素供給便益 g 0
気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 973,318 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計     （Ｂ） 1,080,041

事 業 費  （Ｃ）　 515,777 千円

1,080,041

515,777

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

973,318

適用しない

復旧治山      

東又谷

備　　　　考

富山県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.09＝ ＝



整理番号 ２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～23年度（５年間）

事業実施地区名 小又川上流（おまたがわ 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） じょうりゅう） 富山森林管理署

（富山県）

事業の概要・目的 当地区は、富山県中新川郡上市町の南東部に位置している。地形は全体的に40
°以上と急峻で、山麓部に大規模な沖積堆積物がある老年期地形を呈している。
地質は花崗岩類、飛騨変成岩類で構成され、上流部には数多く崩壊地があり土砂
生産が続いている荒廃が激しい地区である。昭和30年代～50年代にかけて治山事
業が実施されていたが、土砂の生産量が多く、平成10年８月の前線停滞に伴う集
中豪雨により多数の新生崩壊と大規模な土石流が発生し、渓床内には不安定土砂
が異常堆積した。また、平成16年７月の梅雨前線にともなう集中豪雨により土石
流が発生し、発電施設に土砂が流入する等の被害が発生した。

このため、渓間工により渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を
防止し、発電用水取水施設等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 4基
資材運搬路 150ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４１０，４４３（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ３７，５６５（千円）

災害防止便益 １，３１９，８８２（千円）

計 １，３５７，４４７(千円)

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．３１

評価結果 ・必要性： 過去に大きな土石流が発生した箇所であり、荒廃の規模も大きく放
置すると今後の集中豪雨等の際に渓岸崩壊の拡大や土石流の発生によ
り下流に被害を与える恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固
定と不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するも
のであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ２

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 0

a-2 12,829

流域貯水便益 b-1 0

b-2 10,100

水質浄化便益 c-1 0

c-2 14,636

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 34,845 ＋ 0 ＝

d-2 34,845 34,845 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 1,319,882 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 1,357,447

事 業 費 （Ｃ）　 410,443 千円

1,357,447

410,443

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 3.31＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

1,319,882

適用しない

復旧治山

小又川上流

備　　　　考

富山県



整理番号 ３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成20年度（2年間）

事業実施地区名 御堂沢（ ） 事業実施主体 中部森林管理局みどうさわ
（都道府県名） （長野県） 伊那谷総合治山事業所

事業の概要・目的 当地区は、長野県飯田市の東部（旧上村の北部）に位置し、地質は三波川帯の
ミカブ緑色岩類等で構成され、急峻な地形に加えて中央構造線等に隣接するため
複雑な地質構造となっており、凍結、融解等の寒冷作用に加え局所的な集中豪雨
によって荒廃が進んでいる地区である。また、通称秋葉街道と呼ばれる国道152
号線が通じているが、地区内の蛇洞沢林道は国道152号線の不通区間の代替道路
として利用されており、観光客の入り込みが多く重要な保全対象となっている。
平成18年7月の梅雨前線にともなう集中豪雨により新生崩壊が発生し、林道に土
砂を流出させ通行止めとなる被害が発生した。

このため、山腹工により崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止
し、蛇洞沢林道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業
を実施するものである。

主な事業内容
山腹工 0.34ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２８，３１２ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ４，４０９ （千円）

山地保全便益 ５８，０８８ （千円）

計 ６２，４９７ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.２１

評価結果 ・必要性： 現在も崩壊地の拡大が進んでおり、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地が拡大し下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹
崩壊地の復旧により下流域の保全を図るため実施するものであり必要
性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ３

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 508

a-2 1,356

流域貯水便益 b-1 283

b-2 756

水質浄化便益 c-1 410

c-2 1,096

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 15,799 15,799 ＋ 42,212 ＋ 77 ＝

d-2 42,212 58,088 >

土砂崩壊防止便益 e 77 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 13,590 適用しない

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 62,497

事 業 費 （Ｃ）　 28,312 千円

62,497

28,312

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

13,590

適用する

復旧治山

御堂沢

備　　　　考

長野

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.21＝ ＝



整理番号 ４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成25年度（7年間）

事業実施地区名 蛇洞沢（ ） 事業実施主体 中部森林管理局じゃぼらさわ
（都道府県名） （長野県） 伊那谷総合治山事業所

事業の概要・目的 当地区は、長野県飯田市の東部（旧上村の北部）に位置し、地質は三波川帯の
ミカブ緑色岩類等で構成され、急峻な地形に加えて中央構造線等に隣接する複雑
な地質構造となっており、凍結、融解等の寒冷作用に加え局所的な集中豪雨によ
って荒廃が進んでいる地区である。また、通称秋葉街道と呼ばれる国道152号線
が通じているが、地区内の蛇洞沢林道は国道152号線の不通区間の代替道路とし
て利用されており、観光客の入り込みが多く重要な保全対象となっている。平成
18年7月の梅雨前線にともなう集中豪雨により、新たな山腹崩壊や崩壊地の拡大
が発生し、崩壊土砂が渓流内に不安定な状態で堆積した。このまま放置すると崩
壊地の拡大や土石流の発生により蛇洞沢林道等下流域に被害を与える危険が高ま
っている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、蛇洞沢林道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図るこ
とを目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 4基
山腹工 1.91ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２１８，１８７（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １７，０５８（千円）

災害防止便益 ７４０，１５２（千円）

計 ７５７，２１０（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３.４７

評価結果 ・必要性： 地質的に脆弱な地域で荒廃が進んでおり、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐
れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と
不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもので
あり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ４

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 2,742

a-2 4,470

流域貯水便益 b-1 1,528

b-2 2,492

水質浄化便益 c-1 2,215

c-2 3,611

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 85,341 85,341 ＋ 139,129 ＋ 415 ＝

d-2 139,129 224,885 <

土砂崩壊防止便益 e 415 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 740,152 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 757,210

事 業 費 （Ｃ）　 218,187 千円

757,210

218,187

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

740,152

適用しない

復旧治山

蛇洞沢

備　　　　考

長野

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 3.47＝ ＝



整理番号 ５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度（１年間）

事業実施地区名 池の沢（ ） 事業実施主体 中部森林管理局いけのさわ
（都道府県名） （長野県） 伊那谷総合治山事業所

事業の概要・目的 当地区は、長野県飯田市の東部（旧上村の北部）に位置し、地質は三波川帯の
ミカブ緑色岩類等で構成され、急峻な地形に加えて中央構造線等に隣接する複雑
な地質構造となっており、凍結、融解等の寒冷作用に加え局所的な集中豪雨によ
って荒廃が進んでいる地区である。また、地区内には国道152号線の不通区間の
代替道路として利用されている蛇洞沢併用林道から分岐し、しらびそ高原への観
光や南アルプス登山用のアクセス道路として利用される林道が通っており、観光
客の入り込みが多い地区である。平成18年7月の梅雨前線にともなう集中豪雨に
より崩壊地が拡大し、崩壊土砂が斜面上部に不安定な状態で堆積した。このまま
放置すると崩壊地の拡大によって直下の橋梁（併用林道）等に被害を与える危険
が高まっている。

このため、山腹工により崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止
し、併用林道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を
実施するものである。

主な事業内容
山腹工 0.27ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２１，６３５ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２，５８３ （千円）

災害防止便益 ３６，９１２ （千円）

計 ３９，４９５ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．８３

評価結果 ・必要性： 現地の崩壊地の状況から、放置すると今後の集中豪雨等の際に崩壊
地の拡大等により、下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹
崩壊地の復旧により下流域の保全を図るため実施するものであり必要
性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ５

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 388

a-2 704

流域貯水便益 b-1 216

b-2 393

水質浄化便益 c-1 313

c-2 569

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 12,064 12,064 ＋ 21,922 ＋ 59 ＝

d-2 21,922 34,045 <

土砂崩壊防止便益 e 59 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 36,912 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 39,495

事 業 費 （Ｃ）　 21,635 千円

39,495

21,635

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

36,912

適用しない

復旧治山

池の沢

備　　　　考

長野

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.83＝ ＝



整理番号 ６

事 前 評 価 個 表

平成19年度 平成27年度（９年間）事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 ～

事業実施地区名 事業実施主体 中部森林管理局湯ノ入川（ゆのいりがわ）
（都道府県名） （長野県） 北信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県上水内郡信濃町の黒姫山東斜面に位置している。平成７年７
月の梅雨前線にともなう集中豪雨により、渓岸崩壊が発生し、多量の土砂が土石
流となって流出し下流の林道が被災する災害が発生した。平成７年から実施した
災害復旧事業により中下流部は安定しつつあるが、上流部の渓岸崩壊が融雪及び
豪雨により年々拡大しつつあり、このまま放置すると今後の集中豪雨等による崩
壊地の拡大や不安定土砂の流出等により下流域に被害を与える危険が高まってい
る。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、柏原地区等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ること
を目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 7基
山腹工 3.34ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４７８,８２７（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ５９,５２２（千円）

災害防止便益 １，４５０，８９５（千円）

計 １，５１０，４１７（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．１５

評価結果 ・必要性： 過去に大きな災害が発生した箇所であり、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐
れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と
不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもので
あり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ６

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 10,565

a-2 30,208

流域貯水便益 b-1 1,984

b-2 5,672

水質浄化便益 c-1 2,874

c-2 8,219

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 149,235 149,235 ＋ 426,719 ＋ 120 ＝

d-2 426,719 576,074 <

土砂崩壊防止便益 e 120 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 1,450,895 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 1,510,417

事 業 費 （Ｃ）　 478,827 千円

1,510,417

478,827

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

1,450,895

適用しない

復旧治山

湯ノ入川

備　　　　考

長野

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 3.15＝ ＝



整理番号 ７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成20年度（２年間）

事業実施地区名 湯川（ゆかわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 中信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県松本市安曇の西部に位置し、白骨温泉の宿泊施設に隣接する
国有林である。地質は風化の進んだ黒雲母花崗岩等からなる地質で構成され脆弱
で、崩壊地直下にある温泉施設には、毎年の豪雨の度に上部からの落石等があ
り、過去には落石防護柵等の治山施設も設置されている。平成16年10月の台風23
号にともなう集中豪雨により、崩壊地が拡大し既設の落石防護柵を破損させる被
害が発生した。このまま放置すると崩壊の拡大によって直下の宿泊施設等に被害
を与える危険が高まっており、地元からも復旧に対する強い要望が出されてい
る。

このため、山腹工により崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止
し、直下の宿泊施設の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実
施するものである。

主な事業内容
山腹工 0.5ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ８９，６８２（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １５，９１２（千円）

災害防止便益 ２６０，１９９（千円）

計 ２７６，１１１（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．０８

評価結果 ・必要性： 白骨温泉の宿泊施設の直上にある崩壊地であり、放置すると今後の
集中豪雨等の際に崩壊地の拡大や落石等により、大きな被害を与える
恐れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧により下流域の保全を図る
ため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ７

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 3,254

a-2 8,948

流域貯水便益 b-1 404

b-2 1,111

水質浄化便益 c-1 585

c-2 1,610

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 22,341 22,341 ＋ 61,425 ＋ 142 ＝

d-2 61,425 83,908 <

土砂崩壊防止便益 e 142 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 260,199 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 276,111

事 業 費 （Ｃ）　 89,682 千円

276,111

89,682

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 3.08＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

260,199

適用しない

復旧治山

湯川

備　　　　考

長野県



整理番号 ８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成21年度（３年間）

事業実施地区名 川鹿沢（かじかさわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 中信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県松本市の東部、中川地区に位置し、地形は急峻で、地質は中
古生層を中心に風化の進んだ黒雲母花崗岩等から構成され脆弱である。また、降
雨の際には上流からの土砂生産が多く渓床には不安定土砂の堆積が進んでいる。
平成16年10月の台風23号にともなう集中豪雨により、山腹崩壊が発生するととも
に土石流が発生し、流出土砂により国道が通行止なる等の被害が発生した。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、国道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 5基
山腹工 0.3ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １１９，４６３（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ５２，５６１（千円）

災害防止便益 ５１６，６４７（千円）

計 ５６９，２０８（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．７６

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ８

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 2,208

a-2 43,691

流域貯水便益 b-1 131

b-2 2,589

水質浄化便益 c-1 190

c-2 3,752

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 1,328 1,328 ＋ 26,284 ＋ 60 ＝

d-2 26,284 27,672 <

土砂崩壊防止便益 e 60 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 516,647 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 569,208

事 業 費 （Ｃ）　 119,463 千円

569,208

119,463

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

516,647

適用しない

復旧治山

川鹿沢

備　　　　考

長野県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 4.76＝ ＝



整理番号 ９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度（1年間）

事業実施地区名 大寄合沢 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （おおよりあいさわ） 中信森林管理署

（長野県）

事業の概要・目的 当地区は、長野県松本市奈川の東部、境川の 上流部に位置し、地質は中・古
生層の粘板岩、砂岩等から構成され、脆弱で集中豪雨等により渓岸荒廃等が進ん
でいる。また、地区内には木曽谷と上高地や岐阜県方面に連絡する県道奈川木祖
線が通っており観光客等の入り込みが多い地区である。平成16年10月の台風23号
にともなう集中豪雨により、複数の箇所で土石流や山腹崩壊が発生し下流の県道
沿いの橋が流出するなどの被害が発生した。現在も渓岸荒廃の拡大が進んでお
り、このまま放置すると新たな山腹崩壊の発生等により下流域に被害を与える危
険が高まっている。

このため、渓間工により渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を
防止し、県道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を
実施するものである。

主な事業内容
渓間工 3基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４８，０７７（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２，５５６（千円）

災害防止便益 １９８，７１０（千円）

計 ２０１，２６６（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．１９

評価結果 ・必要性： 渓岸の荒廃等の状況から、放置すると今後の集中豪雨等の際に渓岸
荒廃の拡大や土石流の発生により下流に被害を与える恐れが高い。こ
のため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出を防止し、下流
域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ９

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 0

a-2 1,797

流域貯水便益 b-1 0

b-2 310

水質浄化便益 c-1 0

c-2 449

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 1,699 ＋ 0 ＝

d-2 1,699 1,699 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 198,710 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 201,266

事 業 費 （Ｃ）　 48,077 千円

201,266

48,077

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 4.19＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

198,710

適用しない

復旧治山

大寄合沢

備　　　　考

長野県



整理番号 10

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成21年度（3年間）

事業実施地区名 星尾（ほしお） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 東信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県佐久市東部の県境付近の千曲川水系滑津川源流部に位置し、
地区内全域が水源かん養保安林に指定され、下流域の水源地域となっている。ま
た、妙義荒船佐久高原国定公園に指定されており、上流部の県境には荒船山があ
り、毎年多くの観光客等が訪れる地区である。地質は火山砕屑物が主体に構成さ
れ、下流域に凝灰岩や泥岩等があり荒廃が進んでいる。平成13年9月の台風15号
にともなう集中豪雨により、水道施設が損壊する被害が発生した。その後も集中
豪雨等により渓岸荒廃や不安定土砂の堆積が進んでおり、このまま放置すると今
後の集中豪雨等による崩壊地の拡大や不安定土砂の流出等により下流域に被害を
与える危険が高まっている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、水道施設等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ること
を目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 5基
山腹工 0.11ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６２,９９６（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １５,９９４（千円）

災害防止便益 １９１,５７４（千円）

計 ２０７,５６８（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３.２９

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 １０

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 99

a-2 7,553

流域貯水便益 b-1 44

b-2 3,362

水質浄化便益 c-1 64

c-2 4,872

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 487 487 ＋ 37,147 ＋ 3 ＝

d-2 37,147 37,637 <

土砂崩壊防止便益 e 3 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 191,574 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 207,568

事 業 費 （Ｃ）　 62,996 千円

207,568

62,996

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

191,574

適用しない

復旧治山

星尾

備　　　　考

長野県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 3.29＝ ＝



整理番号 11

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成21年度（３年間）

事業実施地区名 深沢川（ふかざわがわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 東信森林管理署

当地区は、長野県東部の東御市と小諸市の行政境に位置し、上信越高原国立事業の概要・目的
当地区は「深沢渓谷」と呼ば公園の中央部、深沢川を中心とした地域である。

れ、浅間山系の火口壁跡の「屏風岩」などの景勝地が点在し、紅葉時期の人気ト
上流域には、温泉宿泊施設やキヤンプ場、レッキングコースにもなっており、

スキー場等の施設が整備され、更に高速道路・新幹線等交通網が発達しアクセ
スも良好なことから、四季を通して多くの人が訪れている。地質は溶岩、凝灰
角礫岩、火山砕屑岩等で構成され、脆弱で風化が進み渓床内には不安定土砂の
堆積が進んでいる。昭和初期から治山事業が実施されていたが、初期に施工さ

今後のれた石積堰堤等は経年変化による破損が著しく、このまま放置すると、
集中豪雨等により不安定土砂とともに流出し、下流域に被害を与える危険が高ま
っている。

このため、老朽化した施設を補修するとともに新たに渓間工を設置することに
より、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止し、下流域の保
全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 2基（新設、補修工）
資材運搬道 1,800ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６３,９９０（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２７,０２８（千円）

災害防止便益 ６２,６０９（千円）

計 ８９,６３７（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １.４０

評価結果 ・必要性： 既設の施設の状況や不安定土砂の堆積状況から、放置すると今後の
集中豪雨等の際に施設の崩壊等により不安定土砂が流出し、下流域に
被害を与える恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固定と不安
定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり
必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂を固定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 １１

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 0

a-2 16,671

流域貯水便益 b-1 0

b-2 4,229

水質浄化便益 c-1 0

c-2 6,128

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 46,675 ＋ 0 ＝

d-2 46,675 46,675 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 62,609 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 89,637

事 業 費 （Ｃ）　 63,990 千円

89,637

63,990

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

62,609

適用しない

復旧治山

深沢川

備　　　　考

長野県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.40＝ ＝



整理番号 12

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成21年度（３年間）

事業実施地区名 大黒沢(おおぐろさわ) 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 南信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県伊那市長谷の南部に位置し、付近を仏像構造線が走ってお
り、破砕作用を受けた複雑かつ脆弱な地質構造であり荒廃が進んでいる。平成18
年7月豪雨による集中豪雨の際、上流部から多量の土砂が流木とともに流出し、
渓流内に不安定な状態で堆積した。また、当地区では昭和30年代に治山事業が実

このまま施されているが、既設の渓間工は経年変化等による破損等が見られ、
今後の集中豪雨等により不安定土砂とともに流出し、下流の林道放置すると、

に被害を与える危険が高まっている。
このため、老朽化した施設を補修するとともに新たに渓間工を設置することに

より、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂や流木の流出を防止し、下流
域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するものであ
る。

主な事業内容
渓間工 6基（新設3、補修3）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２７６，４４２（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ７８，３５０（千円）

災害防止便益 ４３５，５７３（千円）

計 ５１３，９２３（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．８６

評価結果 ・必要性： 地質が脆弱で荒廃が進んでおり、不安定土砂の堆積状況等から、放
置すると今後の集中豪雨等の際に不安定土砂等が流出し、下流域に被
害を与える恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂を固定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 １２

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 0

a-2 59,646

流域貯水便益 b-1 0

b-2 7,637

水質浄化便益 c-1 0

c-2 11,067

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 52,311 ＋ 0 ＝

d-2 52,311 52,311 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 435,573 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 513,923

事 業 費 （Ｃ）　 276,442 千円

513,923

276,442

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

435,573

適用しない

復旧治山

大黒沢

備　　　　考

長野県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.86＝ ＝



整理番号 13

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度（１年間）

事業実施地区名 瀬戸沢２(せとざわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 南信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県上伊那郡辰野町の西部に位置し、下流域にはキャンプ場や
「蛇石」と呼ばれる景勝地があり、観光客等の入り込みが多い地区の直上に位置
している。地質は、西南日本内帯、美濃帯の奈良井層と横川層に属し、泥岩（粘
板岩）、砂岩、砂岩泥岩層で構成され脆弱である。平成18年７月豪雨による集中
豪雨の際、山腹崩壊が発生し林道の路肩が一部決壊する被害が発生した。このま
ま放置すると崩壊地の拡大により、上部の林道や下流域の保全対象に被害を与え
る危険が高まっている。

このため、山腹工により崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止
し、林道や下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施
するものである。

主な事業内容
山腹工 0.05ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９，２３１（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １，１３０（千円）

災害防止便益 ５５，６４１（千円）

計 ５６，７７１（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．９５

評価結果 ・必要性： 現在も崩壊地の拡大が進んでおり、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地が拡大し林道や下流域に被害を与える恐れが高い。このた
め、山腹崩壊地の復旧により、林道及び下流域の保全を図るため実施
するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 １３

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 268

a-2 624

流域貯水便益 b-1 29

b-2 68

水質浄化便益 c-1 42

c-2 99

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 2,234 2,234 ＋ 5,209 ＋ 7 ＝

d-2 5,209 7,450 <

土砂崩壊防止便益 e 7 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 55,641 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 56,771

事 業 費 （Ｃ）　 19,231 千円

56,771

19,231

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

55,641

適用しない

復旧治山

瀬戸沢２

備　　　　考

長野県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.95＝ ＝



整理番号 14

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成24年度（６年間）

事業実施地区名 東俣川(ひがしまたがわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 南信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県諏訪郡下諏訪町の北部に位置し、下諏訪町が上水道の取水を
行っている水源地となっている。また、当地区は伝統文化のための森作りとして
地元団体が森林整備も行っており、保全上重要な地区である。地質は流域下部は
新第三紀層、上部は火山岩類が分布する地質構造となっている。平成18年７月豪
雨による集中豪雨により山腹崩壊が発生し、林道の路肩が一部決壊する被害が発
生し、崩落土砂の一部は下流の民地界まで流出した。このまま放置すると崩壊地
の拡大によって下流の人家・県道等に被害を与える危険が高まっている。

このため、山腹工により崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止
し、人家等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施
するものである。

主な事業内容
山腹工 1.13ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １８３，００２（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ３３，４２１（千円）

災害防止便益 ３８９，９８５（千円）

計 ４２３，４０６（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．３１

評価結果 ・必要性： 現在も崩壊地の拡大が進んでおり、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地が拡大し下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹
崩壊地の復旧により下流域の保全を図るため実施するものであり必要
性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 １４

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 5,911

a-2 20,584

流域貯水便益 b-1 631

b-2 2,197

水質浄化便益 c-1 914

c-2 3,184

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 50,490 50,490 ＋ 175,810 ＋ 143 ＝

d-2 175,810 226,443 <

土砂崩壊防止便益 e 143 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 389,985 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 423,406

事 業 費 （Ｃ）　 183,002 千円

423,406

183,002

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.31＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

389,985

適用しない

復旧治山

東俣川

備　　　　考

長野県



整理番号 15

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度（1年間）

事業実施地区名 鈴ヶ沢(すずがさわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡王滝村に位置し、地質は濃飛流紋岩類等で構成され、
節理が発達し脆弱なため、崩壊が多く発生する等荒廃が進んでいる。昭和59年9
月の長野県西部地震の際に大規模な土石流が発生した地区であり、渓間工を中心
に治山事業が実施され安定しつつあるが、小規模な崩壊地については復旧が遅れ
ている。平成18年7月豪雨の際、崩壊地が拡大崩壊し、林道に土砂が流出する災
害が発生した。このまま放置すると崩壊地の拡大等により下流域に被害を与える
危険が高まっている。

このため、山腹工により崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止
し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するも
のである。

主な事業内容
山腹工 0.37ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３４，６１５（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ３，０２４（千円）

災害防止便益 ２０６，１１６（千円）

計 ２０９，１４０（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．０４

評価結果 ・必要性： 現在も崩壊地の拡大が進んでおり、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地が拡大し下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹
崩壊地の復旧により下流域の保全を図るため実施するものであり必要
性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 １５

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 360

a-2 572

流域貯水便益 b-1 330

b-2 524

水質浄化便益 c-1 478

c-2 760

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 16,532 16,532 ＋ 26,263 ＋ 32 ＝

d-2 26,263 42,827 <

土砂崩壊防止便益 e 32 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 206,116 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 209,140

事 業 費 （Ｃ）　 34,615 千円

209,140

34,615

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 6.04＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

206,116

適用しない

復旧治山

鈴ヶ沢

備　　　　考

長野



整理番号 16

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成22年度（4年間）

事業実施地区名 うぐい川(うぐいがわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡王滝村に位置し、地質は風化した濃飛流紋岩類等で構
成され、節理が発達し脆弱なため、崩壊が多く発生する等荒廃が進んでいる。過
去には長野県西部地震や梅雨前線豪雨等により災害に見舞われてきた地域であ
り、積極的に治山事業が実施された。平成16年10月の台風23号にともなう集中豪
雨により新たな山腹崩壊が発生し林道に土砂が流出する被害が発生するとともに
渓床に不安定土砂を堆積させた。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本
事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 3基
山腹工 0.58ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １０８，０５０（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２２，６６２（千円）

山地保全便益 ２６９，７０６（千円）

計 ２９２，３６８（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７１

評価結果 ・必要性： 地質的に脆弱な地域で荒廃が進んでおり、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐
れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と
不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもので
あり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 １６

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 917

a-2 8,628

流域貯水便益 b-1 515

b-2 4,841

水質浄化便益 c-1 746

c-2 7,015

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 25,915 25,915 ＋ 243,746 ＋ 45 ＝

d-2 243,746 269,706 >

土砂崩壊防止便益 e 45 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 108,893 適用しない

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 292,368

事 業 費 （Ｃ）　 108,050 千円

292,368

108,050

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

108,893

適用する

復旧治山

うぐい川

備　　　　考

長野

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.71＝ ＝



整理番号 17

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成21年度（3年間）

事業実施地区名 奈良井８(ならい） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県塩尻市の南部（旧木曽郡楢川村）、信濃川水系・奈良井川の
上流に位置し、塩尻市の重要な水源地域となっている。地質は花崗岩類、変成

岩類で構成され、地形は急峻であるが、比較的安定している地区であった。平成
16年10月の台風23号にともなう集中豪雨により新たな山腹崩壊が発生し、林道の
決壊や国道に土砂が流出する等の被害が発生した。

このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂
の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業
を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 4基
山腹工 0.23ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １１５，８４５（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ５２，４７５（千円）

山地保全便益 ４２７，０１９（千円）

計 ４７９，４９４（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．１４

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 １７

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 797

a-2 32,338

流域貯水便益 b-1 190

b-2 7,707

水質浄化便益 c-1 275

c-2 11,168

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 10,277 10,277 ＋ 416,734 ＋ 8 ＝

d-2 416,734 427,019 >

土砂崩壊防止便益 e 8 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 256,988 適用しない

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 479,494

事 業 費 （Ｃ）　 115,845 千円

479,494

115,845

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

256,988

適用する

復旧治山

奈良井８

備　　　　考

長野

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 4.14＝ ＝



整理番号 18

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成23年度（5年間）

事業実施地区名 南蘭7（みなみあららぎ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡南木曽町の南部に位置し、下流域には、重要伝統的建
造物群保存地区に指定されている妻籠宿があり、毎年多くの観光客が訪れてい
る。地質は風化の進んだ花崗岩類で構成され非常に脆弱である。また、木曽山地
の急峻な地形等による局地的な豪雨が多発しやすい地区であり荒廃が進んでい
る。平成17年7月の梅雨前線にともなう集中豪雨により、新たに山腹崩壊が発生
し、崩落土砂は渓床に多量の不安定土砂となって堆積した。このまま放置すると
今後の集中豪雨等の際、崩壊地の拡大や不安定土砂の流出等により下流域に被害
を与える危険が高まっている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本
事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 1基
山腹工 0.84ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ９６，１２３ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２６，８５６ （千円）

山地保全便益 １８２，８０１ （千円）

計 ２０９，６５７ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．１８

評価結果 ・必要性： 花崗岩の風化したマサ土地帯で崩壊地が発生しやすい地域であり自
然復旧が困難であることから、放置すると今後の集中豪雨等の際に崩
壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐れが高い。こ
のため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定土砂の
流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は
十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 １８

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 3,321

a-2 12,849

流域貯水便益 b-1 896

b-2 3,467

水質浄化便益 c-1 1,299

c-2 5,024

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 37,532 37,532 ＋ 145,206 ＋ 63 ＝

d-2 145,206 >

土砂崩壊防止便益 e 63 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 130,672 適用しない

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 209,657

事 業 費 （Ｃ）　 96,123 千円

209,657

96,123

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

130,672

適用する

復旧治山

南蘭－７(大迷沢）

備　　　　考

長野

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.18＝ ＝

182,801



整理番号 19

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度（1年間）

事業実施地区名 阿寺３（あでら） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡大桑村の西部、阿寺渓谷の上流に位置し、地質は濃飛
流紋岩類で構成され、節理が発達し脆弱なため、崩壊が多く発生する等荒廃が進
んでいる。平成16年6月の梅雨前線にともなう集中豪雨により、山腹崩壊が発生
するとともに土石流が発生し、林道が被害にあうとともに渓床には多量の不安定
土砂が堆積した。このまま放置すると今後の集中豪雨等の際、崩壊地の拡大や不
安定土砂の流出等により下流域に被害を与える危険が高まっている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本
事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 1基
山腹工 0.19ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２８，８４６ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ７，５９５ （千円）

山地保全便益 ５１，６９６ （千円）

計 ５９，２９１ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０６

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 １９

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 751

a-2 3,822

流域貯水便益 b-1 203

b-2 1,031

水質浄化便益 c-1 294

c-2 1,494

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 8,489 8,489 ＋ 43,193 ＋ 14 ＝

d-2 43,193 >

土砂崩壊防止便益 e 14 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 7,623 適用しない

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 59,291

事 業 費 （Ｃ）　 28,846 千円

59,291

28,846

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.06＝ ＝

51,696

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

7,623

適用する

復旧治山

阿寺-3（横九郎沢）

備　　　　考

長野



整理番号 20

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度（1年間）

事業実施地区名 阿寺４（あでら） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡大桑村の西部、阿寺渓谷の上流に位置し、地質は濃飛
流紋岩類で構成され、節理が発達し脆弱なため、崩壊が多く発生する等荒廃が進
んでいる。平成16年6月の梅雨前線にともなう集中豪雨により、山腹崩壊が発生
するとともに土石流が発生し、林道が被害にあうとともに渓床には多量の不安定
土砂が堆積した。このまま放置すると今後の集中豪雨等の際、崩壊地の拡大等に
より下流域に被害を与える危険が高まっている。

このため、山腹崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止し、下流域
の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
山腹工 0.60ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６６，３４６ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １５，１３７ （千円）

山地保全便益 １０３，０３８ （千円）

計 １１８，１７５ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．７８

評価結果 ・必要性： 現在も崩壊地の拡大が進んでおり、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地が拡大し下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹
崩壊地の復旧により下流域の保全を図るため実施するものであり必要
性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ２０

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 2,372

a-2 6,742

流域貯水便益 b-1 640

b-2 1,819

水質浄化便益 c-1 928

c-2 2,636

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 26,809 26,809 ＋ 76,184 ＋ 45 ＝

d-2 76,184 >

土砂崩壊防止便益 e 45 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 37,024 適用しない

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 118,175

事 業 費 （Ｃ）　 66,346 千円

118,175

66,346

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.78＝ ＝

103,038

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

37,024

適用する

復旧治山

阿寺-4(阿寺上流)

備　　　　考

長野



整理番号 21

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度（1年間）

事業実施地区名 北蘭20（きたあららぎ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡南木曽町の南部に位置する。地質は風化の進んだ花崗
岩類で構成され非常に脆弱である。また、木曽山地の急峻な地形等による局地的
な豪雨が多発しやすい地区であり、表層滑落型の崩壊地が点在する等荒廃が進ん
でいる。平成17年7月の梅雨前線にともなう集中豪雨により、新たな山腹崩壊が
発生した。大きな被害は発生しなかったものの、風化した花崗岩地帯であり自然
復旧は困難なことから、このまま放置すると今後の集中豪雨等の際、崩壊地の拡
大や不安定土砂の流出等により下流域に被害を与える危険が高まっている。

このため、山腹工により崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止
し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するも
のである。

主な事業内容
山腹工 0.91ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２９，８０８ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １７，６５２ （千円）

山地保全便益 １２０，１６９ （千円）

計 １３７，８２１ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．６２

評価結果 ・必要性： 花崗岩の風化したマサ土地帯で崩壊地が発生しやすい地域であり、
自然復旧が困難であることから、放置すると今後の集中豪雨等の際に
崩壊地の拡大等により下流に被害を与える恐れが高い。このため、山
腹崩壊地の復旧により下流域の保全を図るため実施するものであり、
必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ２１

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 3,598

a-2 7,030

流域貯水便益 b-1 971

b-2 1,897

水質浄化便益 c-1 1,407

c-2 2,749

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 40,660 40,660 ＋ 79,440 ＋ 69 ＝

d-2 79,440 >

土砂崩壊防止便益 e 69 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 14,864 適用しない

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 137,821

事 業 費 （Ｃ）　 29,808 千円

137,821

29,808

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 4.62＝ ＝

120,169

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

14,864

適用する

復旧治山

北蘭-20(大井戸沢)

備　　　　考

長野



整理番号 22

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成23年度（5年間）

事業実施地区名 青屋（長倉本谷） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） ( ( )) 飛騨森林管理署あおや ながくらほんたに

（岐阜県）

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県高山市の東部に位置し、丸黒山（標高約2,000m）に源を発
し、西方向に曲流しながら飛騨川に合流する流域である。地形は全般的に壮年期
の急峻で起伏の大きい地形である。地質はチャート、砂岩、濃飛流紋岩等で構成
され、比較的堅固であるが凍結・融解による風化が著しく融雪期等に荒廃が進ん
でいる。平成16年10月の台風23号にともなう集中豪雨により、下流部右岸を中心
とした斜面に多数の山腹崩壊が発生し、崩壊土砂が土石流となって流下した。大
きな被害は発生しなかったものの、渓流内には土石流による渓岸浸食や多量の不
安定土砂の堆積が進み、現在でも渓岸荒廃は拡大傾向にある。このまま放置する
と今後の集中豪雨等の際、崩壊地の拡大や不安定土砂の流出等により下流域に被
害を与える危険が高まっている。

このため、渓間工により、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出
を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施
するものである。

主な事業内容
渓間工 4基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １０８，６６５（千円）

総 便 益（Ｂ）
水 源 か ん 養 便 益 ２１，４１１（千円）

災 害 防 止 便 益 １７４，７７５（千円）

計 １９６，１８６（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．８１

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂等の状況から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に渓岸荒廃の拡大や土石流の発生により下流に被害を与える
恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出
を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分
認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ２２

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 0

a-2 8,850

流域貯水便益 b-1 0

b-2 5,129

水質浄化便益 c-1 0

c-2 7,432

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 26,844 ＋ 0 ＝

d-2 26,844 26,844 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 174,775 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 196,186

事 業 費 （Ｃ）　 108,665 千円

196,186

108,665

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.81＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

174,775

適用しない

復旧治山

青屋（長倉本谷）

備　　　　考

岐阜県



整理番号 23

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成23年度（5年間）

事業実施地区名 池本山（下津野） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） ( ( )) 飛騨森林管理署いけもとやま しもつの

（岐阜県）

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県高山市の北西部の飛騨市境に位置し、尾崎山山頂から西方向
に延びる稜線（標高約1,300m）に源を発し、西方向に曲流しながら小鳥川に合流
する流域である。地質は濃飛流紋岩等で構成され、戸市川断層等の影響を受け破
砕が著しく脆弱で、渓岸浸食や渓岸崩壊など荒廃が進んでいる。平成11年９月の
台風16号にともなう集中豪雨により、多数の山腹崩壊が発生し、土石流を引き起
こし、下流の集落等に大きな土砂災害が発生した。現在も、土石流の流下した渓
岸部を中心に荒廃が拡大しており、渓床内には不安定土砂の堆積が進んでいる。
このまま放置すると今後の集中豪雨等の際、渓岸荒廃の拡大や不安定土砂の流出
等により下流域に被害を与える危険が高まっている。

このため、渓間工により、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出
を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施
するものである。

主な事業内容
渓 間 工 5基
護 岸 工 2箇所

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １３７，７３１（千円）

総 便 益（Ｂ）
水 源 か ん 養 便 益 １２，９２６（千円）

災 害 防 止 便 益 １９８，７１０（千円）

計 ２１１，６３６（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５４

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂等の状況から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に渓岸荒廃の拡大や土石流の発生により下流に被害を与える
恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出
を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分
認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ２３

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 0

a-2 5,241

流域貯水便益 b-1 0

b-2 3,138

水質浄化便益 c-1 0

c-2 4,547

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 15,895 ＋ 0 ＝

d-2 15,895 15,895 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 198,710 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 211,636

事 業 費 （Ｃ）　 137,731 千円

211,636

137,731

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.54＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

198,710

適用しない

復旧治山

池本山（下津野）

備　　　　考

岐阜県



整理番号 24

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成23年度（5年間）

事業実施地区名 大谷（金山谷支渓） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） ( ( )) 飛騨森林管理署おおたに かなやまだにしけい

（岐阜県）

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県高山市の西部に位置し、宮・神通川流域と庄川流域との稜線
（標高約1,400m）に源を発し、北方向に曲流しながら小鳥川に合流する流域であ
る。地質は濃飛流紋岩で構成され、脆弱で渓岸浸食、渓岸崩壊等の荒廃が進んで
いる。平成16年８月の台風16号にともなう集中豪雨により、多数の山腹崩壊が発
生するとともに、土石流が発生し下流の集落等に大きな土砂災害が発生した。現
在も土石流の流下した渓岸部では浸食が進んでおり、支渓で発生した土石流は本
流合流点付近を中心に不安定な状態で堆積している。このまま放置すると今後の
集中豪雨等の際、崩壊地の拡大や不安定土砂の流出等により下流域に被害を与え
る危険が高まっている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本
事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 5基
山腹工 0.18ha
護岸工 2箇所

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １４４，５９０（千円）

総 便 益（Ｂ）
水 源 か ん 養 便 益 １３，４５１（千円）

災 害 防 止 便 益 ２７８，１９４（千円）

計 ２９１，６４５（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０２

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ２４

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 263

a-2 5,191

流域貯水便益 b-1 157

b-2 3,108

水質浄化便益 c-1 228

c-2 4,504

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 797 797 ＋ 15,745 ＋ 7 ＝

d-2 15,745 16,549 <

土砂崩壊防止便益 e 7 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 278,194 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 291,645

事 業 費 （Ｃ）　 144,590 千円

291,645

144,590

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

278,194

適用しない

復旧治山

大谷（金山谷支渓）

備　　　　考

岐阜県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.02＝ ＝



整理番号 25

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成23年度（5年間）

事業実施地区名 大白川右岸 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） ( ) 飛騨森林管理署おおしらかわうがん

（岐阜県）

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県大野郡白川村に位置し、白山山系東約６km（標高約1,800m）
に源を発し、西方向に曲流しながら庄川に合流する流域である。冬期には積雪深
が３ｍに達する豪雪地帯である。地質は、深成岩類等で構成され、熱水変質・温
泉作用を受けて、粘土化および酸性化が進み脆弱であり荒廃が進んでいる。過去
には、平成12年の豪雪によるなだれ災害等で被災し治山事業が実施された地域で
ある。平成18年４月には融雪による新たな山腹崩壊が発生するとともに、土石流
が既設の渓間工を破壊しながら流下し渓床に不安定土砂となって堆積した。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工の補修による山脚の固定と
不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工（補修） 6基
山腹工 1.31ha
護岸工 1箇所
資材運搬路 290m

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２９４，６２４（千円）

総 便 益（Ｂ）
水 源 か ん 養 便 益 ２４，５３７（千円）

災 害 防 止 便 益 ４４８，０８２（千円）

計 ４７２，６１９（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．６０

評価結果 ・必要性： 地質的に脆弱な地域で荒廃が進んでおり、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐
れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と
不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもので
あり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ２５

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 1,785

a-2 5,560

流域貯水便益 b-1 1,706

b-2 5,314

水質浄化便益 c-1 2,472

c-2 7,700

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 58,532 58,532 ＋ 182,321 ＋ 206 ＝

d-2 182,321 241,059 <

土砂崩壊防止便益 e 206 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 448,082 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 472,619

事 業 費 （Ｃ）　 294,624 千円

472,619

294,624

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.60＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

448,082

適用しない

復旧治山

大白川右岸

備　　　　考

岐阜県



整理番号 26

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成28年度（10年間）

事業実施地区名 椹谷（白谷） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） (さわらだに(しらたに)) 岐阜森林管理署

（岐阜県）

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県下呂市小坂町南東部に位置し、地形は、乗鞍、御嶽火山の南
側に広がる起伏の大きい谷地形（山腹斜面は急傾斜）である。地質は、大部分を
濃飛流紋岩類が覆い、断層破砕作用により脆弱な地質で、節理が発達した岩盤が
多く見られる。平成14年７月の台風７号にともなう集中豪雨により、白谷左岸を
中心に多くの山腹崩壊が発生し、林道に被害を与える災害が発生した。現在も、
白谷には崩壊土砂が不安定土砂として渓床に堆積しており、集中豪雨の際には土
砂が流出し下流部にある林道に被害を発生させている。このまま放置すると今後
の集中豪雨等の際、崩壊地の拡大や不安定土砂の流出等により下流域に被害を与
える危険が高まっている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本
事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 4基
山腹工 0.48ha
護岸工 1箇所

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １６４，６４３（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １８，７９８（千円）

災害防止便益 ４８０，１９７（千円）

計 ４９８，９９５（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．０３

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ２６

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 759

a-2 6,415

流域貯水便益 b-1 502

b-2 4,244

水質浄化便益 c-1 728

c-2 6,150

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 21,447 21,447 ＋ 181,236 ＋ 52 ＝

d-2 181,236 202,735 <

土砂崩壊防止便益 e 52 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 480,197 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 498,995

事 業 費 （Ｃ）　 164,643 千円

498,995

164,643

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 3.03＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

480,197

適用しない

復旧治山

椹谷（白谷）

備　　　　考

岐阜県



整理番号 27

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成28年度（10年間）

事業実施地区名 鹿山（下呂俣谷） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） (かやま(げろまただに)) 岐阜森林管理署

（岐阜県）

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県下呂市の東部に位置し、下呂俣谷本流を中心に多くの支渓が
存在し、比較的急峻な起伏の激しい地形を呈している。地質は、濃飛流紋岩類で
構成され、本流を挟むように平行に走っている２本の断層の影響を受け破砕が著
しく脆弱な地質構造となっている。また、谷沿いには、下呂市と下呂市小坂町と
を結ぶ併用林道（小坂下呂林道）があり、行楽シーズンには多くの観光客が訪れ
る地区である。過去には平成14年7月の台風7号にともなう集中豪雨により、土石
流が発生し、林道が決壊する等大きな災害が発生し、災害復旧事業等を行ってい
る。平成16年10月の台風23号や平成18年7月豪雨により、新たな山腹崩壊が発生
し、渓床には多量の不安定土砂が堆砂した。このまま放置すると今後の集中豪雨
等の際、崩壊地の拡大や不安定土砂の流出等により下流域に被害を与える危険が
高まっている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本
事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 6基
山腹工 0.16ha
護岸工 3箇所

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １５６，０６２（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２１，４７９（千円）

災害防止便益 ２６３，８８７（千円）

計 ２８５，３６６（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．８３

評価結果 ・必要性： 平成14年に大きな災害が発生した箇所であり、渓床に堆積する不安
定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪雨等の際に崩壊地の拡
大や不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高い。このため、山腹崩
壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出を防止し、
下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められ
る。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ２７

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 253

a-2 7,944

流域貯水便益 b-1 167

b-2 5,256

水質浄化便益 c-1 243

c-2 7,616

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 7,149 7,149 ＋ 224,429 ＋ 17 ＝

d-2 224,429 231,595 <

土砂崩壊防止便益 e 17 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 263,887 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 285,366

事 業 費 （Ｃ）　 156,062 千円

285,366

156,062

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

263,887

適用しない

復旧治山

鹿山（下呂俣谷）

備　　　　考

岐阜県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.83＝ ＝



整理番号 28

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成28年度（10年間）

事業実施地区名 若栃（日面谷支流） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） (( ) ) 岐阜森林管理署わかとち ひおもだにしりゅう

（岐阜県）

事業の概要・目的 当地区は、下呂市小坂町南東部に位置し、地形は、乗鞍、御嶽火山の南側に広
がる起伏の大きい谷地形（谷壁斜面は急峻）である。地質は、全域が濃飛流紋岩
類で構成され、節理が発達し脆弱なため崩壊が多く発生する等荒廃が進んでいる
地区であり、昭和40年代から治山事業が実施されている。平成16年10月の台風23
号にともなう集中豪雨により、山腹崩壊が発生し、渓床には多量の不安定土砂が
堆積した。このまま放置すると今後の集中豪雨等による崩壊地の拡大や不安定土
砂の流出等により下流域に被害を与える危険が高まっている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本
事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 6基
山腹工 1.03ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２３７，２０３（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １３，３８９（千円）

災害防止便益 ５３６，５１８（千円）

計 ５４９，９０７（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．３２

評価結果 ・必要性： 地質的に脆弱な地域で荒廃が進んでおり、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐
れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と
不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもので
あり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ２８

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 1,629

a-2 3,480

流域貯水便益 b-1 1,078

b-2 2,303

水質浄化便益 c-1 1,562

c-2 3,337

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 46,021 46,021 ＋ 98,323 ＋ 48 ＝

d-2 98,323 144,392 <

土砂崩壊防止便益 e 48 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 536,518 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 549,907

事 業 費 （Ｃ）　 237,203 千円

549,907

237,203

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.32＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

536,518

適用しない

復旧治山

若栃(日面谷支流)

備　　　　考

岐阜県



整理番号 29

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度（1年間）

事業実施地区名 濁河谷（支渓） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） (にごりごだに(しけい)) 岐阜森林管理署

（岐阜県）

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県下呂市小坂町の東部、御嶽山の北西部に位置している。飛騨
川支流小坂川の源流部に位置し、下流域の水源地でもある。地区内には下呂市小
坂町と高山市高根町を結ぶ県道落合飛騨小坂停車場線が通っており、濁河温泉等
へのアクセス道として、年間を通じて観光客等の利用が多い。地質は濃飛流紋岩
や御嶽山の火山噴出物等で構成され、脆弱で荒廃が進んでいる。平成18年7月の
梅雨前線にともなう集中豪雨により、各所で土石流が発生し県道等に土砂が流出
し、温泉地に宿泊していた観光客が一時的に閉じこめられる災害が発生した。

このため、渓間工により渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を
防止し、県道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を
実施するものである。

主な事業内容
渓間工 3基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３９，４２３（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ４，００６（千円）

災害防止便益 ７９，３９４（千円）

計 ８３，４００（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.１２

評価結果 ・必要性： 地区内には県道落合飛騨小坂停車場線が通っており通行量も多く、
不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪雨等の際に渓岸崩
壊の拡大や土石流の発生により下流に被害を与える恐れが高い。この
ため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出を防止し、下流域
の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ２９

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 0

a-2 1,529

流域貯水便益 b-1 0

b-2 1,011

水質浄化便益 c-1 0

c-2 1,466

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 0 0 ＋ 4,280 ＋ 0 ＝

d-2 4,280 4,280 <

土砂崩壊防止便益 e 0 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 79,394 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 83,400

事 業 費 （Ｃ）　 39,423 千円

83,400

39,423

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

79,394

適用しない

復旧治山

濁河谷(支渓)

備　　　　考

岐阜県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.12＝ ＝



整理番号 30

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成23年度（5年間）

事業実施地区名 中津川中流 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） ( ） 東濃森林管理署なかつがわちゅうりゅう

岐阜県

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県中津川市の東部に位置し、地質はほぼ全域が花崗岩類で構成
され、深層風化が進み脆弱で荒廃が進んでいる地域である。平成12年9月の記録
的な集中豪雨（恵南豪雨）により多数の山腹崩壊が発生し、下流域では河川の氾
濫、住宅の流出、浸水などが発生する甚大な災害が発生した。荒廃復旧が進めら
れているが、規模が大きいため復旧の進捗が遅れている地域である。平成16年10
月の台風23号にともなう集中豪雨により、新たな山腹崩壊や既存の崩壊地が拡大
し、渓床内には不安定土砂の堆積が進んだ。このまま放置すると崩壊地の拡大や
土石流の発生により下流域に被害を与える危険が高まっている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本
事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 9基
山腹工 1.01ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２００，３３２（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ４２，８５８（千円）

山地保全便益 ５５４，４０４（千円）

計 ５９７，２６２（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．９８

評価結果 ・必要性： 花崗岩の風化したマサ土地帯で崩壊地が発生しやすい地域であり自
然復旧が困難であることから、放置すると今後の集中豪雨等の際に崩
壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐れが高い。こ
のため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定土砂の
流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は
十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ３０

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 1,597

a-2 18,024

流域貯水便益 b-1 772

b-2 8,716

水質浄化便益 c-1 1,119

c-2 12,630

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 45,128 45,128 ＋ 509,197 ＋ 79 ＝

d-2 509,197 554,404 >

土砂崩壊防止便益 e 79 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 216,025 適用しない

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 597,262

事 業 費 （Ｃ）　 200,332 千円

597,262

200,332

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

216,025

適用する

復旧治山

中津川中流

備　　　　考

岐阜県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 2.98＝ ＝



整理番号 31

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成28年度（10年間）

事業実施地区名 闇ｶﾞﾘ( ） 事業実施主体 中部森林管理局くらがり
（都道府県名） 岐阜県 東濃森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県中津川市の東部に位置し、地質は主に花崗岩類で構成され、
深層風化が進み脆弱で荒廃が進んでいる地域である。平成12年9月の記録的な集
中豪雨（恵南豪雨）により多数の山腹崩壊が発生し、下流域では河川の氾濫、住
宅の流出、浸水などが発生する甚大な災害が発生した。荒廃復旧が進められてい
るが、規模が大きいため復旧の進捗が遅れている地域である。平成16年10月の台
風23号にともなう集中豪雨により、新たな山腹崩壊や既存の崩壊地が拡大し、渓
床内には不安定土砂の堆積が進んだ。このまま放置すると崩壊地の拡大や土石流
の発生により下流域に被害を与える危険が高まっている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本
事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 6基
山腹工 1.19ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３２４，４３６（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ３０，３２０（千円）

災害防止便益 ４７７，５５７（千円）

計 ５０７，８７７（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５７

評価結果 ・必要性： 花崗岩の風化したマサ土地帯で崩壊地が発生しやすい地域であり自
然復旧が困難であることから、放置すると今後の集中豪雨等の際に崩
壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐れが高い。こ
のため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定土砂の
流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は
十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ３１

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 1,795

a-2 11,769

流域貯水便益 b-1 905

b-2 5,936

水質浄化便益 c-1 1,312

c-2 8,603

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 53,170 53,170 ＋ 348,581 ＋ 92 ＝

d-2 348,581 401,843 <

土砂崩壊防止便益 e 92 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 477,557 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 507,877

事 業 費 （Ｃ）　 324,436 千円

507,877

324,436

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

477,557

適用しない

復旧治山

闇ガリ

備　　　　考

岐阜県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.57＝ ＝



整理番号 32

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度～平成28年度（10年間）

事業実施地区名 臼ヶ久保( ) 事業実施主体 中部森林管理局うすがくぼ
（都道府県名） 岐阜県 東濃森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県中津川市の東部に位置し、下流域には中津川市の水道取水施
設等がある重要な水源地域である。また、キャンプ場等の施設もあり、入り込み
者の多い地区でもある。地質は濃飛流紋岩類で構成され、風化による細礫化が進
み脆弱であり荒廃が進んでいる。平成16年10月の台風23号にともなう集中豪雨に
より、崩壊地が拡大し崩落土砂が多量の不安定土砂となって渓床に堆積するとと
もに林道際まで押し出した。このまま放置すると崩壊地の拡大や不安定土砂の流
出により林道等下流域に被害を与える危険が高まっている。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本
事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 8基
山腹工 0.75ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３６４，９９０（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２９，０８９（千円）

災害防止便益 １，７３７，５１３（千円）

計 １，７６６，６０２（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．８４

評価結果 ・必要性： 地質的に脆弱な地域で荒廃が進んでおり、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐
れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と
不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもので
あり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ３２

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 1,186

a-2 12,131

流域貯水便益 b-1 574

b-2 5,866

水質浄化便益 c-1 831

c-2 8,501

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 3,321 3,321 ＋ 33,963 ＋ 59 ＝

d-2 33,963 37,343 <

土砂崩壊防止便益 e 59 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 1,737,513 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 1,766,602

事 業 費 （Ｃ）　 364,990 千円

1,766,602

364,990

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

1,737,513

適用しない

復旧治山

臼ヶ久保

備　　　　考

岐阜県

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 4.84＝ ＝



整理番号 33

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成19年度（１年間）

事業実施地区名 椹尾（さわらお） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （愛知県） 愛知森林管理事務所

事業の概要・目的 当地区は、愛知県北設楽郡設楽町西部に位置し、地形は急峻で、地質は領家変
成岩や片麻岩等で構成され、節理が発達しており、表層剥離型の山腹崩壊が発生
し、渓床内には不安定土砂の堆積が進んでいる。平成16年6月の台風６号にとも
なう集中豪雨により山腹崩壊が発生し、林道に土砂が流出し通行止めとなる災害
を発生させるとともに渓床内に不安定土砂となって堆積した。このまま放置する
と今後の集中豪雨等により、土砂が流出し下流域へ被害を与える危険が高まって
いる。

このため、山腹工による崩壊地の復旧及び、渓間工による山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本
事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 1基
山腹工 0.09ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２２，１１５（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ７，３１３（千円）

災害防止便益 ３３，３８３（千円）

計 ４０，６９６（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．８４

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



様式１

整理番号 ３３

事 業 名　：

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 　
評価額　Ｂ

（千円）

水源かん養便益 洪水防止便益 a-1 186

a-2 3,426

流域貯水便益 b-1 78

b-2 1,433

水質浄化便益 c-1 113

c-2 2,077

山地保全便益 土砂流出防止便益 d-1 399 399 ＋ 7,335 ＋ 1 ＝

d-2 7,335 7,735 <

土砂崩壊防止便益 e 1 →

環境保全便益 炭素固定便益 f -

気候緩和便益 h -

騒音軽減便益 i -

飛砂軽減便益 j -

風害軽減便益 k -

大気浄化便益 l -

霧害軽減便益 m -

火災防備便益 n -

漁場保全便益 o -

生物多様性の保全便益 p -

保健休養便益 q -

災害防止便益 山地災害防止便益 r-1 33,383 適用

なだれ災害防止便 r-2 -

潮害軽減便益 r-3 -

海岸侵食防止便益 r-4 -

便　益　合　計 （Ｂ） 40,696

事 業 費 （Ｃ）　 22,115 千円

40,696

22,115

大　区　分

費用対効果分析
Ｂ÷Ｃ 1.84＝ ＝

治山事業費用対効果集計表
都道府県名：

33,383

適用しない

復旧治山

椹尾

備　　　　考

愛知県




